
 

 

 

 

（１） 調査の目的 

景観法及び「美しい国づくり政策大綱」の関連制度

の活用状況等の把握を目的として、以下の調査を実

施した。 

 

・景観形成の取組に関する調査 

・景観形成の取組のレビュー（「景観形成の取組の

レビュー」） 

 

（２） 調査対象・有効回答数 

調査票 
調査対象 有効回

答数 

景観形成の取組のレビ

ュー（「景観形成の取

組のレビュー」） 

1,797 団体 

47 都道府県、19

政令市、41中核

市、1,685 一般市

町村 

1,689
94.1％

 

 

（３） 調査期間 

平成 23(2011)年 9 月 16 日（金） 

～ 平成 23(2011)年 9 月 30 日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１ 良好な景観形成に係る取組の実施状況（独自の取

組） 

（１）良好な景観形成を促進するための取組（複数回答可） 

良好な景観形成を促進するための取組 

22.1%

6.8%

9.6%

21.7%

21.8%

10.9%

8.6%

14.3%

13.8%

7.0%

12.3%

16.9%

10.1%

19.1%

7.9%

4.4%

6.9%

11.1%

25.8%

0% 10% 20% 30%

基本的考え方やガイドライン等の策定・

周知

形態意匠・高さ等を規制する要綱（条例

以外）等の制定

形態意匠・高さ等を規制する自主条例

等の制定

事前協議・相談の実施

審議会等の設置

アドバイザー等の設置

自主協定の促進

住民活動等への助成

修景助成

専門家の派遣等

公共事業等のデザイン調整

ソフト的活動の実施

表彰

イベントや広報

景観資源の登録・公表

住民教育

職員教育

その他

無回答

（２）良好な景観の保全・創出のために活動するNPO・住民

団体等の数（把握している範囲内） 

良好な景観の保全・創出のために活動するNPO・住民団体等の数

0.1%

0.0%

1.4%

3.9%

0.2%

0.1%

1.9%

6.2%

1.3%

3.6%

5.5%

18.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

景観整備機構

(公費助成有)

景観整備機構

(公費助成無)

景観整備機構

以外の団体

(公費助成有)

上記以外の団体

11団体以上 6～10団体 1～5団体

 

 

 

 

景観形成の取組に関する調査 

（景観形成の取組のレビュー） 

（平成 23 年 9 月 1 日時点） 



 

（３）良好な景観の保全・創出のために活動するNPO・住民

団体等の数の10年前との比較 

NPO・住民団体等の数の十年前との比較 

増加した, 7.8%
（131団体）

やや増加した, 
11.5%

（195団体）

変化はない, 38.1%
（643団体）

やや減少した, 0.2%
（4団体）

減少した, 0.2%
（3団体）

分からない, 42.2%
（713団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

問２ 歴史的風致の維持及び向上に関する取組状況 

（１）歴史的風致維持向上計画の策定状況（予定等を含む） 

歴史的風致維持向上計画策定状況（予定等を含む） 

策定済, 1.5%
（25団体） 策定予定あり, 

4.6%
（76団体）

策定予定なし, 
93.7%

（1,539団体）

無回答, 0.1%
（2団体）

 

歴史的風致維持向上計画計画の策定予定（希望）時期 

（対象：『策定予定あり』と回答した団体） 

H23年度末まで, 
16%（12団体）

H24年度末まで, 
8%（6団体）

H25年度末まで, 
4%（3団体）

Ｈ26年度以降, 
9%（7団体）

未定・検討中, 
57%（43団体）

無回答, 6%（5団

体）

 

問３ 景観意識について 

（１）１０年前と比較した地方公共団体職員全般の景観に対

する意識の高まり 

10年前と比較した職員全般の景観に対する意識の高まり 
大きく高まった, 

2.6%
（44団体）

少し高まった, 
41.7%

（704団体）
ほとんど変化はな

かった, 55.4%
（936団体）

低下した, 0.3%
（5団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）１０年前と比較した地方公共団体公共事業等担当部局

職員の景観に対する意識の高まり 

１０年前と比較した地方公共団体公共事業等担当部局職員の景観

に対する意識の高まり

大きく高まった, 
4.4%

（74団体）

少し高まった, 
45.3%

（765団体）

ほとんど変化はな

かった, 49.9%
（843団体）

低下した, 0.4%
（7団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（４）１０年前と比較した住民の景観に対する意識の高まり 

１０年前と比較した住民の景観に対する意識の高まり

大きく高まった, 
2.7%

（46団体）

少し高まった, 
38.9%

（657団体）ほとんど変化はな

かった, 58.1%
（982団体）

低下した, 0.2%
（4団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

 



 

（６）10年前と比較した事業者の景観に対する意識の高まり 

10年前と比較した事業者の景観に対する意識の高まり

大きく高まった, 
2.2%

（38団体）

少し高まった, 
35.3%（597団体）

ほとんど変化はな

かった, 62.2%
（1,050団体）

低下した, 0.2%
（4団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

問４ 景観法制定による効果について 

（１）地方公共団体の行政区域内の景観の１０年前との比較

行政区域内の景観の10年前との比較 

良くなった, 2.9%
（49団体）

やや良くなった, 
32.6%

（550団体）

変化はない, 50.7%
（856団体）

やや悪くなった, 
5.9%

（99団体）

悪くなった, 0.5%
（9団体）

分からない, 7.5%
（126団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）地方公共団体内の特定の景観の１０年前との比較 

地方公共団体内の特定の景観の１０年前との比較（対象別） 

5.5%

1.5%

4.2%

3.1%

3.1%

2.8%

2.6%

1.3%

41.7%

24.8%

22.9%

17.3%

24.0%

31.9%

27.9%

22.7%

48.3%

63.4%

56.8%

70.6%

60.2%

60.2%

61.9%

68.0%

0.9%

5.7%

10.1%

3.0%

7.5%

1.8%

3.3%

3.6%

公共施設(道路や橋梁等)の景観

住宅地・集落の景観

駅前や商店街等の景観

歴史的な景観

看板・ポスター等の屋外広告物

による景観阻害

公園や緑地の景観

河川や海岸線等の水辺の景観

電線類による道路の景観阻害

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くなった やや良くなった 変化はない やや悪くなった 悪くなった 分からない

（３）景観法の制定による地方公共団体の良好な景観形成

の取組の促進状況 

景観法の制定による地方公共団体の良好な景観形成の取組の促

進状況 

景観形成の取り

組みが促進され

た, 24.2%
（408団体）

景観形成の取り

組みが行いにくく

なった, 0.1%
（2団体）あまり変わらな

い、分からない, 
75.7%

（1,279団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（４）対象：（３）で「景観形成の取り組みが促進された」と回答した団体 
促進（新設又は拡充等）された取組（複数回答可） 

促進された取組内容 

55.9%

6.1%

13.5%

49.5%

42.2%

20.8%

10.3%

17.6%

19.4%

12.0%

23.8%

21.6%

12.3%

34.1%

14.2%

7.6%

11.5%

7.6%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

基本的考え方やガイドライン等の策定・

周知

形態意匠・高さ等を規制する要綱（条例

以外）等の制定

形態意匠・高さ等を規制する自主条例等

の制定

事前協議・相談の実施

審議会等の設置

アドバイザー等の設置

自主協定の促進

住民活動等への助成

修景助成

専門家の派遣等

公共事業等のデザイン調整

ソフト的活動の実施

表彰

イベントや広報

景観資源の登録・公表

住民教育

職員教育

その他

無回答



 

（５）対象： （３）で「景観形成の取り組みが促進された」と回答した団体 

促進された理由（複数回答可） 

促進された理由 

74.8%

39.2%

17.2%

23.0%

34.6%

29.2%

4.9%

10.0%

3.9%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80%

法律に良好な景観の整備・保全の義務が明示さ

れたことで、景観形成の取組の充実等に対する理

解を得やすくなったから

法律に国民、事業者、行政の責務が明示されたこ

とで、景観形成の取組の充実等に対する理解を

得やすくなったから

国によるリーダーシップが示されたことで、景観形

成の取組の充実等に対する理解を得やすくなった

から

地方公共団体の公共事業担当部局等の職員の

意識が高まったから

住民の景観に対する意識が高まったから

事業者の景観に対する意識が高まったから

地方議会議員の意識が高まり、景観形成の取組

の充実等に対する理解を得やすくなったから

住民や事業者等から景観形成の取組の充実が求

められるようになったから

その他

無回答

問５ 今後の良好な景観形成について 

（１）今後、地域の良好な景観形成を進めていく上で、最も重

要な役割の担い手 

重要な役割の担い手 

国, 6.5%
（110団体）

都道府県, 9.3%
（157団体）

市町村, 25.1%
（424団体）

民間企業, 2.9%
（49団体）

国民, 30.5%
（515団体）

自治会や商店

街組織等, 
16.6%

（281団体）

NPO等のまちづ

くり団体, 6.8%
（115団体）

その他, 2.2%
（38団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）行政が地域の良好な景観形成を推進する上で、有効だ

と思われる手法（複数回答可） 

有効な手法 

47.7%

38.4%

9.0%

21.4%

18.2%

18.2%

15.3%

22.0%

0.5%

0% 20% 40% 60%

規制・誘導（建築物の形態意匠の規制・誘導

等）

助成（建築物の修景やまちづくり団体の活動

に対する補助金等）

税制（建築物の保全に要する税制上の優遇

措置等）

協力（まちづくり団体への人的協力やノウハ

ウ提供等の財政以外の支援等）

ハード事業（景観に配慮した公共事業等の実

施）

ソフト事業（緑化活動、違反広告物の除却活

動の実施等））

啓発（優れた景観の表彰や景観に関する広

報等）

教育（景観に関する教育等）

無回答



 

問６ 美しい国づくり政策大綱による効果について 

（１）「美しい国づくり政策大綱」に基づく「15の具体的施策」

のなかで、特に評価できる取り組み（複数回答可） 

評価出来る取り組み 

40.4%

13.0%

27.6%

45.2%

19.6%

10.2%

25.6%

27.8%

8.2%

13.7%

2.6%

4.9%

7.4%

7.5%

2.6%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業における景観形成の原則化

公共事業における景観アセスメント（景観

評価）システムの確立

分野ごとの景観形成ガイドラインの策定

等

景観に関する基本法制の制定

緑地保全、緑化推進策の充実

水辺・海辺空間の保全・再生・創出

屋外広告物制度の充実等

電線類地中化の推進

地域住民、ＮＰＯによる公共施設管理の

制度的枠組みの検討

多様な担い手の育成と参画推進

市場機能の活用による良質な住宅等の

整備促進

地域景観の点検促進

保全すべき景観資源データベースの構築

各主体の取り組みに資する情報の収集・

蓄積と提供・公開

技術開発

無回答

（２）「美しい国づくり政策大綱」に基づく「15の具体的施策」

のなかで、国土交通省が今後充実させるべき取組（複数回

答可） 

充実させるべき取り組み 

28.7%

15.9%

22.7%

15.6%

17.6%

10.9%

19.4%

28.8%

18.9%

26.0%

8.6%

11.3%

14.0%

14.7%

8.8%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40%

事業における景観形成の原則化

公共事業における景観アセスメント（景観

評価）システムの確立

分野ごとの景観形成ガイドラインの策定等

景観に関する基本法制の制定

緑地保全、緑化推進策の充実

水辺・海辺空間の保全・再生・創出

屋外広告物制度の充実等

電線類地中化の推進

地域住民、ＮＰＯによる公共施設管理の制

度的枠組みの検討

多様な担い手の育成と参画推進

市場機能の活用による良質な住宅等の整

備促進

地域景観の点検促進

保全すべき景観資源データベースの構築

各主体の取り組みに資する情報の収集・

蓄積と提供・公開

技術開発

無回答

 

問７ 事業における景観形成の原則化 

（１）１０年前と比較した公共事業等の実施に際した、景観へ

の配慮の一般化の状況 

１０年前と比較した公共事業等の実施に際した、景観への配慮の

一般化の状況 

大部分の事業で一

般化した, 5.5%
（93団体）

一部の事業で

一般化した, 
29.5%

（498団体）

どちらでもない, 
49.3%

（832団体）

ほとんど一般化して

いない, 13.6%
（230団体）

全く一般化していな

い, 2.1%
（36団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）対象：（１）で「大部分の事業で一般化した」または「一部の事業で一般

化した」 と回答した団体 

10年前との比較における景観への配慮が一般化した公共

事業（複数回答可） 

景観への配慮が一般化した公共事業（対象別） 

58.5%

67.3%

31.1%

3.4%

6.3%

5.2%

41.8%

5.2%

12.4%

27.2%

15.6%

3.2%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

公共建築物

道路

河川

ダム

砂防

海岸

公園

港湾

下水道

市街地整備

住環境整備

その他

無回答

 

 

 

 

 

 

 

 



 

問８ 公共事業における景観アセスメント（景観評価）シス

テムの確立 

（１）平成19年度に国土交通省所管の公共事業の実施に当

たって景観検討の基本方針（「国土交通省所管公共事業に

おける景観検討の基本方針（案）」平成21年4月1日 最終改

定）を策定したことの認知度 

景観検討の基本方針の認知度 

知っている, 
30.7%

（518団体）

知らないが、他の

地方公共団体の

同様の取り組み

を知っている, 
5.7%

（96団体）

知らない, 63.6%
（1,075団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

（２）景観検討の基本方針活用の有無 

景観検討の基本方針活用の有無 

活用している, 0.4%
（6団体）

一部活用している, 
1.7%

（28団体）

参考にしている, 
23.2%

（392団体）

活用、参考共にして

いない, 74.8%
（1,263団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（３）対象：（２）で「活用、参考共にしていない」と回答した団体 

景観検討の基本方針の有用性（単数回答） 

景観検討の基本方針の有用性 

有効である, 35.3%
（446団体）

どちらでもない, 
60.1%

（759団体）

有効ではない, 1.7%
（22団体）

無回答, 2.9%
（36団体）

問９ 分野ごとの景観形成ガイドラインの策定等 

（１）景観形成ガイドラインの認知度 

景観形成ガイドラインの認知度 

知っている, 37.6%
（635団体）

知らないが、他の地

方公共団体の同様

の取り組みを知って

いる, 6.7%
（113団体）

知らない, 55.7%
（941団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

（２）参考にしているガイドライン（複数回答可） 

参考にしているガイドライン 

4.4%

0.8%

2.0%

8.8%

9.9%

9.7%

2.3%

7.1%

3.1%

80.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

「官庁営繕事業における景観形

成ガイドライン」

「航路標識整備事業景観形成ガ

イドライン」

「港湾景観形成ガイドライン」

「住宅・建築物等整備事業に係る

景観ガイドライン」

「道路デザイン指針(案)」

景観形成ガイドライン「都市整備

に関する事業」(案) 

「海岸景観形成ガイドライン」

河川景観ガイドライン「河川景観

の形成と保全の考え方」

「砂防関係事業における景観形

成ガイドライン」

参考にしているガイドラインはな

い

無回答



 

（３）対象：（２）で「参考にしているガイドラインはない」以外を回答した団体 

景観形成ガイドラインの活用方法（ガイドライン別） 

景観形成ガイドライン活用方法 

3.9%

1.8%

2.4%

8.0%

8.6%

8.6%

2.7%

8.0%

5.1%

2.4%

1.5%

1.8%

3.6%

4.5%

4.2%

2.4%

3.3%

2.7%

8.9%

1.2%

3.0%

15.5%

16.4%

15.2%

3.9%

13.4%

4.5%

13.7%

6.0%

7.4%

19.3%

19.6%

24.1%

8.3%

15.8%

11.3%

1.8%

0.0%

0.3%

2.4%

2.1%

2.1%

0.3%

1.8%

1.2%

18.5%

31.3%

29.2%

13.7%

10.7%

12.5%

27.7%

16.4%

20.8%

50.9%

58.3%

56.0%

37.5%

38.1%

33.3%

54.8%

41.4%

54.5%

「官庁営繕事業における

景観形成ガイドライン」

「航路標識整備事業

景観形成ガイドライン」

「港湾景観形成ガイドライ

ン」

「住宅・建築物等整備事業

に係る景観ガイドライン」

「道路デザイン指針(案)」

景観形成ガイドライン

「都市整備に関する事業」

(案)

「海岸景観形成ガイドライ

ン」

河川景観ガイドライン

「河川景観の形成と保全の

考え方」

「砂防関係事業における

景観形成ガイドライン」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そのまま使用している

国土交通省の景観形成ガイドラインを参考に独自版を策定し運用している

その他の方法で参考にしている

今後参考にする予定

独自でガイドライン等を策定している

参考にしていない

無回答

（４）景観形成ガイドラインの有効性 

景観形成ガイドラインの有効性 

有効である, 41.3%
（698団体）

どちらでもない, 
57.3%

（967団体）

有効ではない, 1.4%
（23団体）

無回答, 0.1%
（1団体）

 

（５）対象：（２）で 「景観形成ガイドイラン『都市整備に関する事業』（案）」を

回答した団体 

景観形成ガイドイラン改訂による利用しやすさの変化 

ガイドライン改訂による利用しやすさの変化 

利用しやすくなった, 
10.4%

（17団体）

やや利用しやすく

なった, 38.7%
（63団体）

どちらでもない, 
41.1%

（67団体）

あまり利用しやすく

ない, 0.0%
（0団体）

利用しやすくない, 
0.0%

（0団体）

無回答, 9.8%
（16団体）

 

問１０ 緑地保全、緑化推進策の充実 

（１）都市緑地保全法改正による緑地保全、緑化推進の取組

の促進状況 

都市緑地保全法改正による緑地保全、緑化推進の取組の促進状

況 

大いに促進された, 
0.7%

（12団体）

やや促進された, 
21.8%

（369団体）

あまり促進されてい

ない, 57.5%
（971団体）

全く促進されていな

い, 20.0%
（337団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）緑陰道路プロジェクト、緑地環境整備総合支援事業、都

市公園等整備事業による緑地保全、緑化推進への取組の

促進状況 

緑陰道路プロジェクト、緑地環境整備総合支援事業、都市公園等

整備事業による緑地保全、緑化推進への取組の促進状況 

 

大いに促進された, 
1.7%

（28団体）

やや促進された, 
19.8%

（335団体）

あまり促進されてい

ない, 54.1%
（914団体）

全く促進されていな

い, 24.4%
（412団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

 



 

問１１ 国土交通省の景観ポータルサイトの活用状況 

（１）地方公共団体における景観ポータルサイト活用状況 

地方公共団体における景観ポータルサイト活用状況 

しばしば閲覧してい

る, 2.2%
（38団体）

たまに閲覧してい

る, 19.5%
（330団体）

今回初めて閲覧し

た, 78.2%
（1,321団体）

無回答, 0.0%
（0団体）

 

（２）対象：（１）で「しばしば閲覧している」または「たまに閲覧している」とご

回答した団体 

景観ポータルサイトの閲覧したことのあるコンテンツ 

景観ポータルサイトの閲覧コンテンツ 

36.4%

35.6%

23.1%

71.5%

3.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

美しい国づくり政策大綱（本大綱本文や

大綱に係る各種施設及び先駆的な取り

組み事例など）

景観資源データベース（保存すべき歴

史的施設のリストを掲載）

役に立つ基礎情報（美しい国づくりに役

に立つ新工法等の技術情報や土地・地

理情報などの掲載）

景観関連施策と事例紹介

その他

無回答

（３）対象：（１）で「しばしば閲覧している」または「たまに閲覧している」とご

回答した団体 

景観形成における景観ポータルサイトの閲覧・活用目的、 

場面 
景観ポータルサイト活用目的・場面 

27.2%

13.0%

6.5%

74.7%

1.1%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

景観計画策定・改訂の検討の参考にす

るため

公共事業における景観配慮の取組の参

考にするため

景観資源の把握のため

景観に関する一般的情報の収集のため

その他

無回答

（４）景観ポータルサイトの課題点（複数回答可） 

景観ポータルサイトの課題 

81.7%

13.8%

32.1%

12.8%

2.2%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ポータルサイトの存在の周知

コンテンツの種類の充実

コンテンツの内容の充実

更新の頻度

その他

無回答

（５）今後景観ポータルサイトで、提供して欲しい情報（複数

回答可） 

景観ポータルサイトが今後提供して欲しい情報 

36.6%

50.6%

33.5%

41.3%

67.1%

13.9%

12.8%

14.3%

18.4%

25.4%

14.7%

19.4%

1.2%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

景観法等関係法令の改正状況等に関する情

報提供

景観法に基づく各種制度の活用実績

景観法に基づく届出や勧告、変更命令等の

運用面に係る情報

景観形成に寄与する各種補助事業等の制度

概要

良好な景観形成がなされた先進事例

国作成の各種資料・報告書等の公開

景観形成に係る調査・研究報告書や文献等

のリスト

地方公共団体等に対するアンケート調査結

果

景観に関する有識者、専門家等の人材リスト

景観形成に寄与する先進技術の情報提供

（修景手法、フォトモンタージュ等）

国や地方公共団体等による景観に係るイベ

ントやシンポジウム等の開催情報

地方公共団体間での運用事例照会などの情

報が交換可能な場の提供

その他

無回答

 


